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１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 1,843 △16.3 △943 ― △942 ― △954 ―
2025年３月期第１四半期 2,201 △37.1 △871 ― △835 ― △846 ―

(注) 包括利益 2026年３月期第１四半期 △839百万円( - ％) 2025年３月期第１四半期 △687百万円( - ％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 △148.95 ―
2025年３月期第１四半期 △132.14 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 27,115 12,740 47.0
2025年３月期 28,841 13,657 47.4

(参考) 自己資本 2026年３月期第１四半期 12,740百万円 2025年３月期 13,657百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00
2026年３月期 ―
2026年３月期(予想) 0.00 ― 15.00 15.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 21,500 3.7 400 57.1 250 △14.1 200 △15.2 31.20

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年３月期１Ｑ 7,285,746株 2025年３月期 7,285,746株

② 期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 875,915株 2025年３月期 875,871株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 6,409,861株 2025年３月期１Ｑ 6,404,115株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提

となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信(添付資料)3ページ「(3)連結

業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

(参考)個別業績の概要

2026年３月期第１四半期の個別業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（１）個別経営成績(累計)

(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 1,624 △12.4 △741 ― △740 ― △745 ―
2025年３月期第１四半期 1,853 △45.0 △746 ― △706 ― △711 ―

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 △116.32 ―
2025年３月期第１四半期 △111.14 ―

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 26,093 11,965 45.9
2025年３月期 27,768 12,763 46.0

(参考) 自己資本 2026年３月期第１四半期 11,965百万円 2025年３月期 12,763百万円
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１．当四半期決算に関する定性的情報

(１)経営成績に関する説明

当第1四半期連結累計期間（2025年4月1日～2025年6月30日）におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善や各種

政策の効果により緩やかな回復が続いたものの、米国の通商政策の影響による景気の下振れリスクが高まりました。

また、世界経済は緩やかな持ち直しが続く中で、一部地域において足踏みがみられるほか、米国の政策動向や金融資

本市場の変動による影響等から、先行き不透明な状況で推移しました。

このような状況下において、当社グループの当第1四半期連結累計期間の経営成績は、以下のとおりとなりました。

売上高につきましては、第1四半期に売上計上予定であった繰越注残案件の納入が第2四半期以降に後ろ倒しとなった

ことが影響し、連結売上高は前年同期比16.3%減の18億43百万円（前年同期売上高22億1百万円）となりました。

損益面につきましては、減収に伴う売上総利益の減少等により、営業損益は前年同期比で71百万円悪化し、営業損失

9億43百万円（前年同期営業損失8億71百万円）となりました。

経常損益は経常損失9億42百万円（前年同期経常損失8億35百万円）、最終損益は親会社株主に帰属する四半期純損失

9億54百万円（前年同期親会社株主に帰属する四半期純損失8億46百万円）となりました。

（地域別市場概況）

国内における放送システム事業につきましては、放送カメラの販売が減少したものの、官公庁向けを中心に無線通信

機器や伝送システムの大型案件の納入が寄与し、売上高は前年同期を大幅に上回りました。

産業システム事業につきましては、検査装置事業で医薬市場向けの錠剤検査装置の販売が増加したことから、売上高

は前年同期を大きく上回りました。

メディカル事業では、医療カメラ「MKC-X300/X200」の販売が堅調に推移し、売上高は前年同期並みとなりました。

セキュリティー事業では、プラント市場における監視カメラシステムの納入が第2四半期以降に後ろ倒しとなったこ

とや、防衛省をはじめとする官公庁向けの繰越注残案件の納入が第2四半期以降に多く控えていることから、売上高は

前年同期を下回りました。

この結果、産業システム事業全体の売上高は前年同期を若干下回りました。

北米地域におきましては、スポーツ市場における放送用カメラシステムやモニターの販売が好調に推移し、医療カメ

ラの販売も大型案件の納入により増加したことから、売上高は前年同期を上回る1億56百万円（前年同期売上高1億40百

万円）となりました。

欧州地域におきましては、放送用カメラシステムの中東市場向け大型案件が第2四半期に納入予定であることから、

第1四半期における販売は一時的に減少しました。加えて、医療カメラやモニターの納入も、OEM先や代理店での販売低

迷の影響を受けて低調に推移し、売上高は前年同期を下回る88百万円（前年同期売上高3億78百万円）となりました。

アジア地域におきましては、東アジアおよび東南アジアにおける放送用カメラシステムの販売は堅調に推移した一方

で、中国市場における医療カメラの販売は、反腐敗運動の長期化により需要回復に時間を要しており、加えて一部の受

注残案件の納入延期が続いたことが影響し、売上高は前年同期を下回る1億90百万円（前年同期売上高4億7百万円）と

なりました。

(２)財政状態に関する説明

当第1四半期連結会計期間末の総資産は、271億15百万円であり、前連結会計年度末に比べ17億26百万円減少しまし

た。流動資産は、受取手形、売掛金及び契約資産の減少や、第2四半期以降に納入予定の仕掛品の増加等により、前連

結会計年度末に比べ20億35百万円減の215億7百万円となりました。固定資産は、システムセンター新棟建設に伴う建設

仮勘定の計上により有形固定資産が増加したこと等から、前連結会計年度末に比べ3億9百万円増の56億7百万円となり

ました。
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負債総額は143億74百万円であり、前連結会計年度末に比べ8億9百万円減少しました。流動負債は、短期借入金の減

少等により、前連結会計年度末に比べ4億9百万円減の105億45百万円となりました。固定負債は、長期借入金の減少等

により、前連結会計年度末に比べ4億円減の38億29百万円となりました。

純資産については、前連結会計年度末に比べ9億16百万円減少し、127億40百万円となりました。これは、当第1四半

期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損失計上による利益剰余金の減少等によるものです。

この結果、自己資本比率は、47.0%（前連結会計年度末47.4%）となりました。

(３)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

今後の見通しにつきましては、米国の通商政策や金融資本市場の変動の影響に加え、地政学的リスク等を背景に、不

確実性の高い状況が続いております。

このような状況の中、第1四半期における受注残高は前年同期比で増加しており、第2四半期以降の売上の伸長が見込

まれていることを踏まえ、2025年5月8日に公表いたしました2026年3月期の業績予想に変更はございません。

なお、今後の業績動向等を注視し、修正の必要が生じた場合には、速やかに開示いたします。

※当第1四半期連結累計期間の売上高および損益は、2025年5月8日に公表いたしました2026年3月期の通期業績

予想に対し、12カ月等分による進捗率と大きな乖離が生じております。

これは、客先要求により年度末に納期を迎える受注が多く、第4四半期連結会計期間に売上が集中する傾向

があるためです。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,200 4,076

受取手形、売掛金及び契約資産 6,523 2,260

電子記録債権 929 1,062

商品及び製品 952 1,332

仕掛品 5,975 7,481

原材料及び貯蔵品 4,685 4,907

その他 299 406

貸倒引当金 △22 △20

流動資産合計 23,543 21,507

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,412 1,400

土地 1,800 1,809

その他（純額） 1,224 1,499

有形固定資産合計 4,438 4,709

無形固定資産 171 179

投資その他の資産

投資有価証券 403 440

その他 345 338

貸倒引当金 △60 △60

投資その他の資産合計 689 718

固定資産合計 5,298 5,607

資産合計 28,841 27,115

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,227 1,076

電子記録債務 917 1,200

短期借入金 5,828 4,591

未払法人税等 41 19

賞与引当金 505 265

役員賞与引当金 23 -

製品保証引当金 91 90

その他 2,318 3,301

流動負債合計 10,954 10,545

固定負債

長期借入金 3,434 3,037

繰延税金負債 48 59

退職給付に係る負債 343 344

資産除去債務 25 25

その他 377 361

固定負債合計 4,229 3,829

負債合計 15,183 14,374
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,000 7,000

資本剰余金 4,461 4,461

利益剰余金 3,587 2,555

自己株式 △897 △897

株主資本合計 14,151 13,119

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 116 141

為替換算調整勘定 △662 △568

退職給付に係る調整累計額 53 48

その他の包括利益累計額合計 △493 △378

純資産合計 13,657 12,740

負債純資産合計 28,841 27,115
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

売上高 2,201 1,843

売上原価 1,539 1,292

売上総利益 661 551

販売費及び一般管理費 1,533 1,494

営業損失（△） △871 △943

営業外収益

受取利息 10 5

受取配当金 3 4

為替差益 27 0

貸倒引当金戻入額 0 1

その他 12 11

営業外収益合計 54 23

営業外費用

支払利息 18 23

その他 0 0

営業外費用合計 19 23

経常損失（△） △835 △942

特別損失

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純損失（△） △835 △942

法人税、住民税及び事業税 10 12

四半期純損失（△） △846 △954

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △846 △954
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

四半期純損失（△） △846 △954

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 11 24

為替換算調整勘定 150 94

退職給付に係る調整額 △3 △4

その他の包括利益合計 158 114

四半期包括利益 △687 △839

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △687 △839
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

当社グループの売上高は、季節的変動が著しく、第４四半期連結会計期間に売上が集中する傾向にあります。

（セグメント情報等の注記）

当社グループは情報通信機器の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第1四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりです。

前第1四半期連結累計期間
(自 2024年4月1日
至 2024年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2025年4月1日
至 2025年6月30日)

減価償却費 118百万円 110百万円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年8月5日

池上通信機株式会社

取締役会 御中

東光有限責任監査法人

東京都新宿区

指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 加 藤 大 吾

指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 中 川 治

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている池上通信機株式会社の2025年4月1日

から2026年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2025年4月1日から2025年6月30日ま

で)及び第１四半期連結累計期間(2025年4月1日から2025年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引

所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期

財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が

適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビ

ューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビュ

ーにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定

（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結

論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準

第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継

続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その

他の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表にお

いて、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第1項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせ

る事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結

財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成

基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）

に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証

拠を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関し

て責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュ

ー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以上

（注）

１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


